
国立大学法人大分大学現金の保管及び取扱いに関する細則 
平成１６年４月１日制定 
平成１６年細則第２１号 

 
（趣旨） 

第１条 国立大学法人大分大学（以下「法人」という。）における現金の取扱い及び保管並びに前

払等に関する事務については，国立大学法人大分大学会計規則（平成１６年規則第７号。以下

「規則」という。）及び国立大学法人大分大学会計事務取扱規程（平成１６年規程第５０号。以

下「規程」という。）その他関係法令等に定めるところによるほか，この細則の定めるところに

よる。 

 

（授業料，寄宿料，診療費等の収入金及び預り金の取扱い） 

第２条 収入金及び法人が取り扱う預り金の収納に関しては，規程別表第４に掲げる出納役所属

出納員（以下「出納員」という。）又は規程第３条第５項に規定する職員以外の者が行うものと

する。 

２ 収納金は，所定の金庫に保管しなければならない。 

３ 金庫及びその管守については，別に定める。 

４ 収納金は，収納後，速やかに法人が指定した銀行に預け入れなければならない。 

５ 出納役は，第１項の規定により職員以外の者に委託して事務の一部を行わせた場合は，出納

役が指名した出納員に確認させなければならない。 

 

（入札保証金及び契約保証金の保管及び取扱い） 
第３条 法人が取り扱う預り金のうち入札保証金及び契約保証金の保管及び取扱いは，出納員の

うち経理課収入・支出係長（以下「収入・支出係長」という。）が行わなければならない。 
２ 入札保証金は，収入・支出係長が入札終了時まで金庫に保管しなければならない。 
３ 契約保証金は，収入・支出係長が契約終了時まで法人が指定した預金口座に預け入れなけれ

ばならない。なお，落札者が直接，預金口座に契約保証金を振り込む場合は，振込手数料は落

札者の負担とする。 
４ 入札保証金又は契約保証金に代えて有価証券等の提出があったときは，前条第２項の規定を

準用するものとする。 
 
（小口現金の取扱い） 

第４条 小口現金の取扱いは，各出納員が行わなければならない。 
２ 規則第１８条の規定による各出納員の小口現金の保有限度額は，３０万円とし，不足が生じ

た場合は必要に応じて補充しなければならない。この場合において，各出納員は，日常の取扱

額を勘案し，必要最少額を保管するよう努めなければならない。 
３ 出納員は，小口現金を支出する場合はその都度，小口現金出納帳に記帳しなければならない。 
 

（前払） 

第５条 規則第２６条第２項に規定する前払をすることができる経費は，別表のとおりとする。 

 
 （仮払） 

第６条 規則第２６条第２項に規定する仮払をすることができる経費は，別表のとおりとする。 

 

（立替払） 

第７条 規則第２７条に規定する立替払とは，役員及び職員（以下「役職員」という。）が，一時

的に私金によって支出をなし，後日，契約担当役にその支払を請求するものをいう。ただし，

規則第１１条に定める予算管理責任者が，その請求内容を正当なものと認めた場合に限るもの

とする。 

２  立替払は，出張時等の用務先で支払わなければ業務に著しく支障を来すと認められる場合又

は社会通念上役職員による支払が妥当であると認められる場合であって，１件当たり１０万円



未満の範囲内であるときに限り，別表に定める経費について行うことができる。 

３ 前項の規定により難い場合は，契約担当役へ所定の申請書を提出し，その承認を得るものと

する。 

４ 立替払の費用計上及び検査の時期は，当該立替払に係る物品の納品又は役務の提供を確認し

たときとする。 

５ 立替払を行った役職員は，当該立替払に係る物品の納品又は役務の提供を確認した日から当

該日に属する年度の末日までのできるだけ早い時期に，所定の立替払請求書に領収書等を添付

の上，契約担当役に提出しなければならない。 

 

 （利息収入等） 
第８条 現金の預金口座への預入れ等により生じた利息等については，法人の収入とする。 
 
 （出納員に事故がある場合） 
第９条 各出納員に事故がある場合は，各出納員所属の直近の上席者がその事務を代行する。 
  
 （現金の亡失等） 
第１０条 各出納員は，現金の盗難，亡失等の事実を発見した場合は，直ちにその旨を出納役に

報告しなければならない。 
 
（雑則） 

第１１条 この細則に定めるもののほか，現金の保管及び取扱いに関し必要な事項は，別に定め

る。 

 
   附 則 

この細則は，平成１６年４月１日から施行する。 
 

   附 則（平成１６年細則第４０号） 
この細則は，平成１６年１１月８日から施行する。 
 

   附 則（平成１７年細則第５号） 
 この細則は，平成１７年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成１８年細則第１９号） 
 この細則は，平成１８年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成２１年細則第７号） 

 この細則は，平成２１年４月１日から施行する。 

 
   附 則（平成２３年細則第１０号） 

 この細則は，平成２３年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２３年細則第２０号） 

この細則は，平成２３年１２月２１日から施行する。 
 

附 則（平成２４年細則第１８号） 
この細則は，平成２４年４月１日から施行する。 

 
附 則（平成２４年細則第２１号） 

この細則は，平成２４年７月１日から施行する。 
 

附 則（平成２７年細則第２５号） 

この細則は，平成２７年１２月１日から施行する。 



別表（第５条，第６条，第７条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

前

払

の

可

能

な

経

費 

（１）公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第

４項に規定する保証事業会社により前金払の保証がされた同条第１項に規定する公

共工事の対価 

（２）外国から購入する物品（現金，預金，有価証券以外の一切の動産をいう。以下同

じ）及び不動産（現金，預金，有価証券，物品及び知的財産以外のものをいう。以下

同じ）及び知的財産の対価（購入契約に係る物品，不動産及び知的財産を当該契約の

相手方が外国から直接購入しなければならない場合におけるこれらのものの対価を

含む。） 

（３）定期刊行物の代価及び日本放送協会に支払う受信料 

（４）物品及び不動産の借料及び保険料 

（５）運賃 

（６）国，地方公共団体，特殊法人，公益法人，独立行政法人，国立大学法人及び大学

共同利用機関法人に対して支払う経費 

（７）外国で研究又は調査に従事する者に支給する学資金その他の給与 

（８）役員及び職員のために研修又は講習を実施する者に対して支払う経費 

（９）負担金 

（１０）委託費及び諸謝金 

（１１）法人の用に供する土地及びその上に存する物件の購入費及び補償費又はその物

件の移転料 

（１２）その他学長が特に必要と認める経費 

仮 
払 
の 
可 
能 
な 
経 
費 

（１）旅費 

（２）国，地方公共団体，特殊法人，公益法人，独立行政法人，国立大学法人及び大学

共同利用機関法人に対して支払う経費 

（３）負担金及び委託費 

（４）外国において研究を行うために必要な経費 

（５）その他学長が特に必要と認める経費 

 

 

 

 

 

 

立 

替 

払 

の 

可 

能 

な 

経 

費 

（１）有料道路通行料金 

（２）駐車場料金 

（３）車両燃料費 

（４）レンタカー料金 

（５）公共交通機関の回数券等 

（６）郵便料，電話料，運送料等の通信運搬費 

（７）入場料，拝観料及び施設利用料 

（８）コピー料及び複写料 

（９）書籍 

（１０）講習会，研修会等の受講料又はテキスト代 

（１１）学会，国際会議等の参加費，登録費及び年会費 

（１２）外貨で取引する論文投稿料及び論文別刷料 

（１３）外国出張先で教育研究上やむを得ず必要となるもの 



 

（１４）官公庁等の行政手数料又はこれに準ずる諸手数料 

（１５）立替払に伴い発生する振込手数料 

 （１６）インターネットを利用した取引であって，代金の後払ができないもの 
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